
　現在ご使用の減額認定証の有効期限が平成 23 年７月 31
日をもって満了となるため、８月以降は使用できなくなり
ます。
　８月以降も減額認定証が必要な方は、下記の交付対象に
該当することをご確認の上、役場住民課国保医療グループ
へ申請してください。

　１か月の医療費が自己負担限度額を超えた場合、その超えた額を支給します。

※有効期間が保険証と異なりますのでご注意ください。 被

保

険

者

住　 所

氏  名

生年月日

発 効 期 日

有 効 期 限

適 用 区 分

長 期 入 院
該当年月日

保険者番号
並びに保険
者の名称及
び印

被保険者番号

保険
者印

交付年月日

０１２３４５６７

平成２４年　７月３１日

広域市連合町１丁目

後期　一郎
昭和　７年　７月　７日

男

平成２３年　８月　１日

区分Ⅰ

平成２３年　８月　１日

減額認定証の交付対象となるのは、次の区分�または区分�に該当する方です

区　分　�　・世帯全員が住民税非課税である方

区　分　�　世帯全員が住民税非課税である方のうち、

　　　　　　次のいずれかに該当する方

　　　　　　・世帯全員の所得が０円の方

　　　　　　　（公的年金収入のみの場合、その受給額が80万円以下の方）

　　　　　　・老齢福祉年金を受給されている方

　　　　　　　　　　　
区　　　分

現役並み所得者

一　般

減額認定証
交付対象者

1か月の自己負担限度額

①外来
《個人単位》

②外来＋入院
《世帯単位》

区分�

区分�

44,000 円

12,000 円

8,000 円

80,100 円 +1％
(44,000 円 )

44,000 円

24,600 円

15,000 円

・１％とは、一定の限度額を超えた

　医療費（医療費総額－267,000 円）

　の１％を表します。

・（　）内の金額は、過去12か月に

　３回以上、高額療養費の支給を受

　け、４回目以降の支給に該当した

　場合の自己負担限度額です。

　入院したときは、医療費の自己負担額のほかに、食事代などの一部（標準負担額）をお支払い
いただきます。

※一部医療機関では、420 円です。

　同じ世帯の被保険者が１年間に支払った後期
高齢者医療制度と介護保険の自己負担額の合計
が限度額を超えた場合、その超えた額が後期高
齢者医療制度及び介護保険から支給されます。
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☎


